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「2026 年度働く上で必要な日本語研修事業委託業務」仕様書 

 

１ 目的 

  県内中小企業を中心に人手不足感の高まる中、国の在留資格見直し等により、外国人

労働者の活躍がより一層期待されている。一方、外国人材の受入れにあたりコミュニケ

ーションを課題と感じている企業もあることから、外国人従業員を対象とした働く上で

必要な日本語研修を中小企業支援の一環として実施する。 

 

２ 事業名 

  2026 年度働く上で必要な日本語研修事業委託業務 

 

３ 委託期間 

  2026 年６月上旬から 2027 年３月 19 日まで 

 

４ 業務内容 

就労後の社内コミュニケーションを円滑に進めることができるよう、働く上で必要な 

日本語研修を実施する。 

（１）日本語研修の実施 

  ・県内中小企業等で働く外国人（技能実習を除く）を対象とすること。 

・日本語レベルに応じて３コース制（初級、準中級、中級）とすること。 

・１コースあたりの定員は 10 人以上とすること。 

  ・１コースあたりの時間数を 30 時間以上確保すること。 

・基本的にオンラインにより実施すること。 

・受講者の意識向上を図るため、スクーリングを適宜実施すること。 

  ・働いている外国人が受講しやすい時間帯で行うこと。 

・働いている外国人が職場で必要な日本語を習得できる内容となるカリキュラムを作 

成すること。なお、特定の業種や職種に特化したものとしないこと。カリキュラム 

作成にあたっては、県と調整すること。 

・受講者のキャリア支援となる内容を含めること。 

・専門性を持った講師を確保すること。 

 ・研修の実施に伴い必要となる教材を用意すること。なお、参加者から教材費等を徴 

収しないこと。 

  ・一定の要件を満たした受講者に対して修了書（証）を発行すること。 

・所属企業が研修参加の成果を確認できるよう、研修の評価表を作成すること。 

・事業実施後は受講者、所属企業双方にアンケートを実施し、その結果を集計、分 

析のうえ、県に報告すること。なお、アンケート項目は県と調整すること。 

（２）受講者選考 

・受講希望者の日本語レベルのチェックを行い、受講者を選考すること。また、レベ 

ルに応じて最適なコースへの振り分けを行うこと。選考にあたっては、県と調整す 

ること。 

（３）広報 

別紙１ 
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・事業を周知するチラシを作成するとともに、配布先を提案し、送付すること。 

なお、県へは 700 部以上納品すること（県から市町村へ各 5～10 部送付予定）。 

・チラシの他、ｗｅｂ、ＳＮＳ等により、効果的な広報を行い、集客に努めること。 

・中小企業支援として行うものであるため、広報等は企業に対して行うとともに、参 

加申し込みは企業から受け付けること。 

（４）その他付加提案 

上記以外で、受講者を対象としたビジネスマナーや日本の商慣習を習得する研修、受

講者所属企業等へのやさしい日本語の啓発等、本事業の趣旨に合う付加提案する事業

及び効果的な広報手段等があれば、提案に盛り込むこと。ただし、内容については、県

と協議により決定すること。 

 

５ 事業の運営・管理 

・委託業務の開始から終了までの間、統括責任者及び業務内容全般を常に把握している

担当者を置き、進捗状況の確認・報告など、定期的に県と連絡調整を行うこと。 

・受託者は受託後速やかに各事業の実施スケジュールを県と調整のうえ作成、提出する

こと。 

・別に発注している「あいち外国人材受入サポートセンター設置運営業務」の受託者と

密に連携すること。また、県から求めがあれば、「あいち外国人材受入サポートセンタ

ー設置運営業務」受託者が開催する県との定例ミーティングに出席すること。 

 

６ 成果物 

事業が完了した時は速やかに次のものを紙媒体（原則、日本産業規格Ａ４またはＡ３

とし、Ａ３については三つ折りにすること）１部及びデータで愛知県労働局就業促進課

に提出すること。 

・事業実績報告書 

  ・研修カリキュラム 

  ・研修で使用した教材 

  ・参加者名簿及び出席簿、研修の評価表 

  ・アンケート及びアンケート集計結果 

  ・その他県が指示するもの 

 

７ 対象経費 

 ・委託事業の経理処理にあたっては、委託費の対象となる経費を明確に区分して処理す

ること。 

 ・委託費に計上する対象経費は、当事業に関わる者の人件費、事業実施に必要な事業実

施費とする。 

・本事業に係る経費は、証拠書類に基づき精算する。一般管理費については、契約時に定

めた率に基づき精算するものとする。 

・本事業は、国の地域未来交付金を活用した事業であるため、会計検査院による実地検

査等の対象となった場合は協力すること。 

・受託事業者は、本事業に係る経費について、他の経費と明確に区分し、帳簿を備えてそ
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の収支の内容を明らかにするとともに、証拠書類を整理保管すること。なお、帳簿及び

証拠書類等は、県の求めに応じていつでも閲覧に供することができるようにするとと

もに、本事業が終了した年度の翌年度から起算して５年間保管することとする。 

・委託業務を遂行する上で必要となる一切の経費は、受託者が負担すること。 

・１件 10 万円（消費税及び地方消費税含む）以上の物品の購入は不可とする。 

 

８ 著作権等 

・本事業の遂行により生じた著作権（著作権法第 27 条及び 28 条に定められた権利を含

む）は、すべて県に帰属するものとする。 

・第三者が権利を有する著作物（写真等）を使用する場合には、著作権、肖像権等に厳重

な注意を払い、当該著作物の使用に関して費用の負担を含む一切の手続きを受託事業

者において行うものとする。 

・本仕様書に基づく業務に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等が生じ

た場合には、当該紛争等の原因が専ら県の責めに帰す場合を除き、受託事業者は自ら

の責任と負担において一切を行うものとする。 

 

９ 機密保持等 

・本事業を実施するにあたって、業務上知り得た情報は、開示、漏えい、又は本事業以外

の用途に使用しないこと。また、そのために必要な措置を講じること。 

・受託事業者の責任に起因する情報の漏えい等により損害が発生した場合は、それに伴

う弁済等の措置はすべて受託事業者が負担すること。 

・この項目について受託事業者は、委託期間の終了後においても同様とする。 

 

10 個人情報保護 

・受託事業者は、本事業の実施にあたって個人情報を取り扱う場合、個人情報に関する

法令を遵守しなければならない。 

・受託事業者は、本事業の実施にあたって取り扱う個人情報については、漏洩、滅失又は

毀損防止、その他個人情報管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 

11 その他 

・受託事業者は、本事業の推進にあたっては、県と連絡を密にとり、その指示に従うこ

と。なお、疑義が生じた場合には、速やかに連絡し、県の指示を受けること。 


